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社団法人全日本トラック協会 ヒアリング概要 

 
１．日時：平成 24年 3月 1日（木）14:00～ 14:45 

２．参加者：  

研究機関： 

（財）日本エネルギー経済研究所 鈴木研究員 

（独）国立環境研究所 藤野主任研究員、芦名研究員 

中央環境審議会： 

大野委員 

経済産業省： 

資源エネルギー庁総合政策課 需給政策室 田中室長 

産業技術環境局環境経済室 飯田室長 

環境省： 

地球環境局地球温暖化対策課 室石課長 

低炭素社会推進室 土居室長 

 

１．業界からの説明 

社団法人全日本トラック協会 

・資料に基づき、トラック業界の現状について、事業者の 99％以上が中小企業であること、環境性能の高いトラックの

価格が約 2倍に高騰していること、燃料価格高騰や環境規制等の観点から、今後は CNG車の導入促進を図ること

を説明。 

・輸送効率化の促進のため、車両の大型化が進んでいること、自営転換が進んでいること等についても併せて説明。 

 

２．委員等からの質疑内容 

○大野委員（中央環境審議会） 

・これまでを振り返り、物流の効率化が CO2の削減に寄与してきたことは同感。 

・過去に試算した記憶では、自営転換が 1%向上すると、300万 tの CO2が削減できるという結果だったが、実感として

頭打ちになっている自営転換をさらにやれそうか。 

・エコドライブは、実績として、どの程度取り組まれているのか。 

・ダンプカーは自家用車が多いと思うが、将来的に何か対策がありえるのか。 

・荷主に対して、何か要望はあるのか。 

・産業が 3次産業化していく中で、輸送トンキロに影響はあると考えるか。 
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○（独）国立環境研究所 

・中小企業の割合が増加しているとのことであったが、総事業者数が増えているのか。 

・自主行動計画上の原単位改善率について 2002年から 2004年までの急激な改善の理由はあるのか。 

・CNG車は LNGでも動くのか。郊外では供給ができない所もあり、普及をどう見込めば良いのか。 

・船舶や鉄道等、他の物流との連携により効率向上することを検討しているか。 

○（独）国立環境研究所 

・小規模事業者が増えることで、エネルギー効率が悪化するのではないか。 

○田中資源エネルギー庁総合政策課需給政策室長 

・GDP成長率によって輸送トンキロはどう変わるか。 

○土居環境省地球環境局低炭素社会推進室長 

・少子高齢化により、輸送量に変化があると見通しているか。ドライバーの高齢化はどのような影響があるか。 

 

３．社団法人全日本トラック協会からの回答 

・全日本トラック協会として、チラシ配布等の活動は行っているが、相手のあることなので、どの程度進むかについて

はコメントしにくい。 

・エコドライブは大手はかなり進んでいるが、中小はまだ取り組む余地はあるという印象。ただし、燃料価格も高止まり

しており、何も手を打たないということはないのではないか。 

・自家用ダンプカーについては、協会の所掌外なので、対策等についてもコメントできない。 

・荷主には、アイドリングの原因となる待機時間等のロスを省く、自営転換の積極的な取組を望む。 

・事業者総数が伸びており、その中で中小企業数も増加している。 

・2002年から 2004年までの急激な改善の理由は不明である。 

・郊外にＣＮＧスタンドが少ないのは事実。大型車のＣＮＧ車化による都市間輸送をまずは進めたい。 

・他の輸送手段との連携は今のところ検討していない。 

・小規模事業者は大手の下請けを行うケースが多く、小規模事業者の増加が、輸送の効率化の阻害要因になるとは

考えにくい。 

・一般的には、経済成長と輸送トンキロには相関関係がある。 

・高齢化は業界としても問題。また、運転免許制度の影響等も業界としては影響が大きいと考えている。 

以上 



(社) 全日本トラック協会

概 要

・事 業 者 数 ：会員事業者数 ４９，３７０事業者（２３年９月現在）
事業者総数 ６２，９８８事業者（２３年３月現在）
☆トラック運送事業者の９９％超が中小事業者

・事業用トラック車両 ：
約１３５万両（被けん引車含む、平成２３年３月末現在）

・国内貨物輸送量（２２年３月現在）
輸送トン数 ４，８３０百万トン

☆うち営業用トラック ２，６８７百万トン
輸送トンキロ ５，２３６億トンキロ

☆うち営業用トラック ２，９３２億トンキロ

輸送トン数、輸送トンキロいずれも、全輸送機関の中で営業用
トラックが５０％以上を担っている。

１．全日本トラック協会では、ＣＯ２排出量抑制など地球環境対策に積極的に取り組んでまいりました。その
結果、ＣＯ２排出量についても運輸部門の京都議定書目標達成計画の上位目標の達成に大きく寄与す
る結果となっています。

３．この間、事業者が導入するトラックの価格は、環境性能が向上する毎に上昇し、平成元年から１７年間で
約２倍になるなど乗用車や物価指数などと比較しても大きいものとなっています。これらの負担は、事業
経営を大きく圧迫しており、全日本トラック協会では事業者の環境対策を支援するため、低公害車の導入
支援をはじめ、環境対策に係る助成事業を展開し、これまでに約１７０億円の支援を行ってきました。

２．一方で、事業者の経営状況は、営業利益をみても３年連続の赤字となっています。経常利益は全体として
は黒字に転じましたが、業界の６割以上を占める車両２０両以下の小規模層では、依然として赤字が続い
ていることから、更なる負担に対応することは困難な状況となっています。

４．全日本トラック協会としては、引き続きエコドライブの普及促進、環境意識の向上などに重点を置き環境対
策に取り組んでいくとともに、燃料価格高騰やディーゼル車に対する環境規制の相次ぐ強化などにより、
①燃料価格面②エネルギーセキュリティ面③排出ガス性能面④ＣＯ２排出面などで優位な地位を占めつ
つあるＣＮＧ車の導入促進を図っていきます。

５．次年度は、２０１０年度までの取り組みの評価を行うとともに、２０１３年度以降の具体的な数値目標の検
討を行っていきます。自主的な取り組みにより、追加的な枠組みは必要がないものと考えておりますが、
新たな枠組みを検討されるのであれば、車両ユーザー側に費用負担を求めるのではなく、国の責任で予
算措置を講じ、対応していただくことを強く要望いたします。

「エネルギー基本計画」の見直しにあたっての意見（骨子）

平成２４年３月１日
(社)全日本トラック協会



２１年度末

４，８３０百万トン

２１年度末

５，２３６億トンキロ

「自動車輸送統計年報」より作成

営業用トラック

55.6%

2,687百万ﾄﾝ

自家用トラック

36.6%

1,767百万ﾄﾝ

鉄道0.9%

内航海運

6.9%
航空

0.02%

輸送機関別分担率（輸送トン）

営業用トラック
自家用トラック
鉄道
内航海運
航空

営業用トラック

56%

2,932億ﾄﾝｷﾛ

自家用トラック7.9%

414億ﾄﾝｷﾛ

鉄道3.9%

内航海運

32%

航空0.2%

輸送機関別分担率（輸送トンキロ）

営業用トラック
自家用トラック
鉄道
内航海運
航空

輸送トン数、輸送トンキロいずれも、全輸送機関の中で営業用トラックが５０％以上を担っている。

国内貨物輸送量

従業員数別

車両数別

事業者の９９．９％が中小企業（資本金３億円以下又は従業員３００人以下）
の脆弱な業界体質

資料：国土交通省 4

トラック事業者の規模



（1社平均）

区分
営 業 収 益（千円） 営業利益率（％） 経常利益率（％）

19年度 20年度 21年度 19年度 20年度 21年度 19年度 20年度 21年度

全体
(▲ 5.6)    (▲2.4) (▲3.4)

▲0.4 ▲1.3 ▲0.4 0.1 ▲0.8 0.7
206,967 202,005 195,061

車

～10台 ▲3.7 ▲4.7 ▲3.6 ▲2.5 ▲3.6 ▲1.3両 （▲5.1） (▲2.4) (▲0.4)

50,538 49,311 49,134

規

11～20
（▲2.9） (▲1.4) (▲0.8)

▲1.3 ▲2.8 ▲1.4 ▲0.7 ▲2.1 ▲0.2
模 133,924 132,071 131,061

21～50
（▲6.4） (▲1.1) (▲3.9)

0.1 ▲1.0 ▲0.2 0.4 ▲0.5 1.0
別 300,621 297,279 285,618

51～100
(▲4.1) (▲5.2) (▲7.0)

0.3 ▲0.1 1.2 0.6 0.2 1.8
678,501 642,912 597,645

101台以上
（▲4.8） (▲10.0) (▲2.0)

0.4 0.5 ▲0.2 0.8 0.8 0.3
1,269,478 1,143,118 1,120,542

貨物運送事業の収益・利益率の推移

営業収益は４年連続、営業利益は３年連続赤字となっている。経常利益は全体としては黒字に転じたが、業界の６割以上
を占める車両２０両以下の小規模層では依然として赤字が続いている。

出典：全日本トラック協会 平成２１年度決算版経営分析報告書

注：営業収益のカッコ内は前年度比伸び率、単位％、▲はマイナス

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」

貨物運送事業の・営業利益率・経常利益率の推移



・平成元年以降、物価指数（1→1.10）、国産大衆車（1→1.38）であるが、大型トラックの価格は新長期規制（平成17年排ガス規制）に
シフトし、およそ２倍となった（1→1.98）

・新たな排ガス規制（ポスト新長期規制）の大型トラックが２０１０年より発売されているが、更に価格が上昇している（1→2.12）

出典
車両価格指数：自動車価格月報（(有)オートガイド）、日野自動車ＨＰ、トヨタ自動車ＨＰより作成
消費者物価指数：総務省統計局ＨＰ

平成元年規制

短期規制

20t超認可

長期規制

スピードリミッター装着

新短期規制

新長期規制

トラックの車両価格の推移

１．地域環境
・自動車ＮＯｘ法(H4施行)
・自動車ＮＯｘ・ＰＭ法(H14施行,H20一部改正)
・首都圏条例(H15施行)、兵庫県条例(H16施行)
・大阪府条例(H21施行)

２．地球環境
・京都議定書目標達成計画(H20改)
・改正省エネ法(H18施行)

法規制等

１．環境自主行動計画(H9〜)
ＣＯ２の削減目標(2008〜2012年度)及びその目標達成
に必要な自主的な対策の策定

２．環境基本行動計画(H13〜)
適切な環境対策を講じるために事業者が取り組むべき
対策・方針の策定

３．環境対策中期計画(H18〜H22）
地域環境、地球環境それぞれに2010年度(H22年度)を
目途とした数値目標と対策の策定

計画の策定

１．アイドリングストップ運動(H8〜)
「アイドリングストップ宣言」を作成し、全国８３万枚を配布

２．トラックの森づくり事業(H15〜）
ＣＯ２対策等地球温暖化防止対策の一環として実施

３．エコドライブ推進強化月間(H21〜)
「エ国のコドライブ推進月間に併せて11月を強化月間として、

掲示用ポスターの作成などわかりやすい活動を展開ドライ

４．教育資料の作成配付
【法規制の周知】

「ＮＯｘ・ＰＭ法と条例への対応」(H14)
「兵庫県環境条例のあらまし」(H16)
「大阪府の流入規制が始まります」(H20)
「改正省エネ法対応マニュアル」(H18)

【教育資料】
「省ｴﾈ運転ﾏﾆｭｱﾙ」(H11)、「ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ推進ﾏﾆｭｱﾙ」(H13)
「環境基本行動計画」(H13)、「ｸﾞﾘｰﾝ経営推進ﾏﾆｭｱﾙ」(H15)  
「環境対策中期計画」(H18) など

事業の展開

１．ＮＯｘ法適合車両代替促進助成 （４．１億円）【H10】

ＮＯｘ法に適合する車両への代替促進を図るため、そのリース

料の一部を助成

２．低公害車導入助成 （１０８億円）【H13〜H22】

環境性能に優れた車両の導入促進を図るため、ＣＮＧ車、ﾊｲ
ﾌﾞﾘｯﾄﾞ車等の導入を支援。

３．ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ支援機器助成 （５．６億円） 【H13〜H22】

夏季・冬季のｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟに取り組むため、蓄熱ﾏｯﾄ、蓄冷
ｸｰﾗｰ等の支援機器の導入を支援

４．ＰＭ減少装置助成 （３７．７億円）【H15〜H16】

首都圏の環境条例に対応するため、ＤＰＦ等のＰＭ減少装置
の装着を支援

５．EMS・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞｰ機器助成 （１２．５億円） 【H18〜H22】

効果的なｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞに取り組むためＥＭＳ機器等の装着を支援

合計１７０億円
（ ）は全日本トラック協会の助成実績

事業者への支援

トラック業界の環境対策 〜これまでの取り組み〜
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自家用乗用車

その他

貨物自動車

217

254
230 240(+14.6％)

(+5.8％)

(△6.3％)

(2010年)

(△17.1％)

(+36.1％)

(△0.5％)

2008年改定目標
(+10.3～11.9％）

(京都議定書基準年)

2,000

3,000

4,000

1990 2009

（
億

ト
ン

キ
ロ

）

（年度）

貨物自動車輸送トンキロ

2,742億トンキロ

3,346億トンキロ
(+22％) 部門 基準年度(1990年度） 目標(上位目標） 実績(2009年度）

産業部門 482 424(-12.1％) 388(-19.5％)

運輸部門 217 240(+10.3％) 230(+6％)

業務その他部門 164 208(+26.5％) 216(+31.7％)

家庭部門 127 138(+8.5％) 162(+27.6％)

エネルギー転換部
門

67.9 66(-2.3％) 80(+17.8％)

計 1057.9 1076 1076

出典：環境省資料より作成

出典：国土交通省
自動車輸送統計年報より作成

運輸部門のＣＯ２排出量は、自家用乗用車の増加を背景に１９９０年度比で増加しているが、トラックについては－１７．１％
と大幅な削減を達成し、運輸部門の京都議定書目標達成計画の上位目標の達成に寄与している。

運輸部門ＣＯ２の排出量の推移

・数値目標の種類
・CO2排出原単位

種類の設定の根拠：業界の努力の及ぶ範囲であることから、 ＣＯ2排出原単位を目標

指標とする。

・計算方法
ＣＯ２排出量を輸送トンキロで除して算出 【ＣＯ２排出量（ｋｇ）÷輸送トンキロ】

・数値目標の内容
・CO2排出原単位30％削減：目標年次：2008～12年度（平均値）

基準年次：1996年度
・目標の達成状況

・CO2排出原単位29％削減（2009年度）

年度 ＣＯ２排出原単位 改善率(%)

1996 １

2002 ０．９３ ７

2003 ０．８７ １３

2004 ０．８１ １９

2005 ０．７５ ２５

2006 ０．７４ ２６

2007 ０．７２ ２８

2008 ０．７２ ２８

2009 ０．７１ ２９

目標（2008-2012） ０．７０ ３０

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1996 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2008-

2012

1 

0.81 0.75 0.74 0.72 0.72 0.71 0.70 

0.01 

CO2排出原単位指数 BaU

目標値

見通し

実績値

（年度）

環境自主行動計画における目標



・エコドライブの普及、アイドリングストップの徹底
都道府県トラック協会によるエコドライブ講習会の実施
冊子、ステッカーなど教育啓発資料の作成・配布
ＥＭＳ（ｴｺﾄﾞﾗｲﾌﾞ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・ｼｽﾃﾑ）機器、ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞの普及促進
蓄熱マット、蓄冷クーラーなどｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ支援機器の普及促進

データ：EMS機器及びドライブレコーダーの使用実態に関するアンケート調査結果抜粋
（H21.11）

項 目 ＥＭＳ機器
ドライブレコー

ダー

使用実態
・十分活用している 83.4 % 79.5 %

・一部機能のみ活用している 12.6 % 10.9 %

・ほとんど活用していない 0.5 % 4.4 %

燃費改善効果 平均燃費改善率 7.9 % 6.2 %

製品タイプ
電気式毛

布

電気式マッ
ト

又はベッド

エア又は
温水式
ヒーター

蓄冷式
クーラー

合 計
項 目

年間平均使用日数 100.8 日 93.7 日 125.4 日 93.1 日 95.8 日

平均アイドリング時間

－導入前－ 6.4 時間 5.4 時間 5.6 時間 5.4 時間 5.5 時間

－導入後－ 1.8 時間 2.0 時間 1.5 時間 2.4 時間 2.1 時間

－削減率－ 74.2 ％ 66.2 ％ 76.4 ％ 55.0 ％ 65.2 ％

データ：ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ支援機器の使用実態に関するアンケート調査結果抜粋
（H20.3）

ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟ支援機器ﾞ導入による効果ＥＭＳ機器・ﾄﾞﾗｲﾌﾞﾚｺｰﾀﾞ導入による効果

2010年度までの助成実績：約１５万台 2010年度までの助成実績：約８万台

目標達成のための主な取り組み 〜エコドライブ、アイドリングストップ〜

・低公害車導入促進

低公害車導入への助成

２０１０年度までに

ＣＮＧ車 約１５，０００台

ハイブリッド車 約 ８，５００台

低公害車の普及状況
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西暦（年度）

トラック運送事業用の低公害車普及実績の推移

ＣＮＧ車 ハイブリッド車

目標達成のための主な取り組み 〜低公害車導入促進〜

ＣＮＧトラックの普及

燃料価格、エネルギーセキュリティ、排出ガス性能、ＣＯ２排出のいずれにおいても優位になりつつある
ＣＮＧトラックの積極的な普及促進を図る。

・トラック等の中・重量車については、現状ではＥＶの見通しがない。
・一方で燃料価格の高騰、ディーゼル車に対する相次ぐ環境規制の強化。

２０１２年１月に「ＣＮＧ普及推進委員会」を設置し、今後の普及方策について関係者で協議、とりまとめ予定。
委員：有識者、トラック事業者、荷主、ガス会社、地方自治体、メーカー、関係団体など



・輸送効率化の促進

車両の大型化、トレーラ化の推進

・環境意識の向上

トラックの森づくり事業の展開

グリーン経営認証制度・ＩＳＯ１４００１の取得促進

☆車両総重量２４ｔ超２５ｔ以下の車両保有台数
２００２年度末：８２，０００台 → ２０１０年度末：１５２，０００台

☆トレーラの保有台数
２００２年度末：６７，０００台 → ２０１０年度： ９０，０００台

データ：自動車検査登録情報協会 資料

☆トラックの森 → ２０１１年度までに全国で５７ヶ所に展開

☆グリーン経営認証 → ５，７７８事業所（２０１２年２月）
ＩＳＯ１４００１ → ３６９事業所 （２００６年１０月）

データ：（グリーン経営） 交通エコロジー・モビリティ財団
（ＩＳＯ１４００１） 「トラック運送事業者のISO9001及びISO14001認証取得に係る実態調査研究・報告書」

（Ｈ１９．３）全日本トラック協会

目標達成のための主な取り組み 〜輸送効率化の促進、環境意識の向上〜

g-CO2/トンキロ （2009年度）
出典：国土交通省資料

輸送トンキロあたりのＣＯ２排出原単位

効率の良い輸送を行う営業用トラックは、
自家用 トラックの約７分の１

経営改善や総合物流サービスの提供等により、トラック運送事業の高付加価値
を図り、荷主にとってもより魅力的な事業を展開することにより自営転換を促進

出典：自動車輸送統計年報より作成 出典：温室効果ガスインベントリ 「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成

目標達成のための主な取り組み 〜自営転換の促進〜
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自営転換の目標
自家用トラックから営業用トラックへの自営転換は２００９年まで順調に進み（長距離輸

送など転換が比較的容易なものから進んでいる）、０９ 年度で第一約束期間の目標（８
７％）は既にクリアしている。一方で荷主によっては、営業用トラックに転換することが困難
なケースや効率的でないケースもあり今後も順調に転換していくことは難しいと推測され
る。

※実績値は「自動車輸送統計年報」より算定
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対策ケース

実績

今後の課題

・会員外の事業者への周知啓発。

・エコドライブや輸送効率化など業界の努力の限界。

・ＣＮＧトラックの充填スタンドの不足。

今後の対応方針

・現在行っている目標達成のための取組みを確実に進めていく。
エコドライブの普及促進、環境意識の向上、低公害車の導入促進を重点対策と
して位置づけて展開する。

・これまで取り組んできた環境対策の評価を行っていく。
目標達成のための取り組みに対する評価を行うとともに、２０１３年度以降の
数値目標の見直しを検討する。

今後の課題と対応方針
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社団法人日本建設業連合会 ヒアリング概要 

 
１．日時：平成 24年 3月 1日（木）15:15～ 16:20 

２．参加者： 

研究機関： 

（財）日本エネルギー経済研究所 鈴木研究員 

（独）国立環境研究所 藤野主任研究員、芦名研究員 

中央環境審議会： 

大野委員 

経済産業省： 

資源エネルギー庁総合政策課 需給政策室 田中室長 

産業技術環境局環境経済室 飯田室長 

環境省： 

地球環境局地球温暖化対策課 室石課長 

低炭素社会推進室 土居室長 

 

１．業界からの説明 

社団法人日本建設業連合会 

・資料に基づき、建設業の現状について、建築着工床面積の推移や国内既存建築物床面積等の推移について説明。

また、省エネ対策技術の導入事例や、その効果について併せて説明。加えて CASBEE調査や、総合改修の促進に

ついての必要性等についても説明。 

 

２．委員等からの質疑内容 

○大野委員（中央環境審議会） 

・建物を CASBEE（建築環境総合性能評価システム）等でエネルギー消費を予測して、実績を測定してみると、どの程

度差異があるのか。 

・省エネに効くオプションは多数あるが、ビルオーナーから見た投資回収年数等は提示されるのか。性能とコストは選

択できるのか。 

・種々のオプションについて、政府の補助が無い場合、ビジネスベースでどの程度成り立つのか。 

・エレベーターは止めてもあまり省エネ効果がない、という話を聞いたことがあるが、その真相を聞きたい。 

・新築と既築の市場規模は。 

○（独）国立環境研究所 
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・説明資料中 P.18の省エネ、運用エネの定義、CASBEEの結果の意味を教えて欲しい。 

・ビル管理側（運用側）への関与を検討しているのか。 

・投資に対する回収方法、データ整理状況等について教えてほしい。 

・既存建築の改修は、連合会としてメリットがあるのか。 

○土居環境省地球環境局低炭素社会推進室長 

・直近の新築着工戸数は 80万戸程度であるが、地域差等があるのか。 

・将来の活動量見通しがあれば教えてほしい。 

○田中資源エネルギー庁総合政策課需給政策室長 

・複数の建物の連携、面的利用、熱融通についてポテンシャル、見通し等があれば教えてほしい。 

 

３．社団法人日本建設業連合会からの回答 

・予測と実績は条件を合わせれば、ある程度近い値になる。竣工後もフォロー支援を行っている。しかし、ＯＡ機器等

の備品の影響が大きいこともあり、テナントの業態や活動によって大きく増減する。 

・投資オプション別にコスト回収年数と削減効果を提示しながら、建築主に選択してもらう。 

・政府の補助金事業は非常に重要。補助金を前提にしているものもある。 

・エレベーターの停止は、生産性を大きく低下させ、一方でエネルギー減の幅が小さいことから、停止すべきでないと

いう考えを持っている。 

・P.18 上の図の「運用エネ」は、日建連会員企業が設計した実際の建物の運用エネルギー計算値で、「省エネ」＋「運

用エネ」は省エネ法の基準をちょうど満足する仮想建物の運用エネルギー計算値。従って、「省エネ」は、前者の後

者に対する省エネルギー量となる。 

・ERRは、この値が＋20％であれば、設計した建物の設備システムによる一次エネルギーの低減率が20％であるとい

うこと。LCCO2参照値に対する割合については、この値が 80％であれば設計した建物のライフサイクル CO2削減率

が 20％ということ。PALはペリメータゾーンの年間空調熱負荷係数で、＋20%であれば、ペリメータゾーンの年間空調

熱負荷が 20％削減されるということである。 

・運用側への関与については大変重要と考えている。運用側の不動産協会、日本ビルディング協会連合会との連携

を継続している。 

・総合改修は、省エネだけでなく資産価値の向上や魅力向上も併せて実施。改修事例を見ると、省エネについても、Ｐ

Ｒポイントであることから積極的に広報している。 

・既存建築の割合は新築に比べて膨大であり、既築に着手することが国内の省 CO2に寄与すると理解している。 

・維持修繕工事は全建設投資の 4分の 1程度。今現在はまだ新築の方がビジネスとしては大きい。 

・着工数の地域差は日建連として把握していない。また、見通しもコメントできない。 
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・複数建物の連携、面的利用、熱融通については今後非常に重要であると理解している。まだ始まったばかりであり、

直近の普及実現は難しいかもしれないが、周辺のつながりがデマンド制御にも影響を与えるので、引き続き積極的

に検討を進めたい。 
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